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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第152期

第２四半期連結
累計期間

第153期
第２四半期連結
累計期間

第152期
第２四半期連結
会計期間

第153期
第２四半期連結
会計期間

第152期

会計期間

自  平成22年
    １月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成23年
    １月１日
至  平成23年
    ６月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成23年
    ４月１日
至  平成23年
    ６月30日

自  平成22年
    １月１日
至  平成22年
    12月31日

売上高 (百万円) 16,908 18,919 8,939 11,002 35,012

経常利益 (百万円) 1,842 2,718 953 1,662 3,637

四半期(当期)純利益 (百万円) 883 1,145 398 804 1,696

純資産額 (百万円) ― ― 30,893 32,519 31,946

総資産額 (百万円) ― ― 62,049 62,355 61,111

１株当たり純資産額 (円) ― ― 246.53 258.16 253.94

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 7.76 10.08 3.50 7.08 14.92

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 45.2 47.1 47.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,418 3,953 ― ― 5,987

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △327 △393 ― ― △1,038

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,196 △1,112 ― ― △3,795

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 8,859 10,672 8,283

従業員数 (名) ― ― 569 574 575

(注)１  当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していな

い。

    ２  売上高には消費税等は含まない。

    ３  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重

要な変更はない。また、主要な関係会社についても異動はない。

 

 

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

 

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成23年６月30日現在

従業員数(名) 574 (102)

(注)  １  従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は(  )内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載

している。

２  従業員数は当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）から当社グループ外への出向者を除き、当社グ

ループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員数である。

 

 

(2) 提出会社の状況

　 平成23年６月30日現在

従業員数(名) 188 (70)

(注)  １  従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は(  )内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載して

いる。

２  従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数である。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。
　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

炭素製品関連 9,229 ―

不動産賃貸 ― ―

その他 371 ―

合計 9,600 ―

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去している。
２  金額は消費税抜きの販売価格によるものである。

　
(2) 受注実績

当社グループの製品中化成品の一部を除いて大部分が見込生産であり、毎月の受注高はおおよそ同月

の販売高に相当している。

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

炭素製品関連 10,616 ―

不動産賃貸 130 ―

その他 254 ―

合計 11,002 ―

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去している。

２  本表の金額には、消費税等は含まれていない。

３  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりである。なお、双日ジェク

ト株式会社の前第２四半期連結会計期間は、販売実績が総販売実績の100分の10に満たないため記載を省略し

ている。
　

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

住友商事株式会社 1,526 17.1 1,540 14.0

双日ジェクト株式会社 ― ― 1,575 14.3
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行っていない。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものである。

（１）経営成績の分析

  当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災による電力供給や物流、サプライ

チェーンなどへの深刻な打撃により、企業の生産活動の停滞が引き起こされたが、その後徐々に回復

に向かっている。また海外では欧州の財政不安はあるものの、経済の持ち直しがみられ、アジアを中

心とした新興国の堅調な需要の継続により上向き基調となっている。当社グループにおいては、東日

本大震災により当社白河工場、連結子会社新日本テクノカーボン㈱ならびに連結子会社東北テクノ

カーボン㈱が被災したが、復旧作業を精力的に進め、生産・出荷を再開した。

  このような状況の中で、当社グループでは需要の回復が続く海外市場への人造黒鉛電極の販売強

化、太陽電池やリチウムイオン電池などの高成長が期待される環境・エネルギー分野への営業強化、

原価改善活動等に引き続き取り組んできた。

  この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は前年同四半期に比べ２０億６千２百万円増加し

１１０億２百万円となった。営業利益は前年同四半期に比べ６億８百万円増加し１６億９千２百万

円、経常利益は前年同四半期に比べ７億８百万円増加し１６億６千２百万円、四半期純利益は前年同

四半期に比べ４億６百万円増加し８億４百万円となった。

  なお、セグメント別の実績は次の通りである。

　
（炭素製品関連）

  電極部門は、国内については電炉業界の需要は弱含みとなったものの、海外では引き続き堅調な需

要から、全体として販売数量は増加した。一方では、原燃料価格の上昇に加え、円高の進行及び市場で

の競争激化により、厳しい事業環境となった。

  ファインカーボン部門については、半導体及び太陽電池関連業界の市場の拡大を受け、販売数量が

大幅に増加した。

  開発品部門については、リチウムイオン電池負極材の販売数量が増加し、また炭化けい素連続繊維

（ニカロン）の販売は順調に推移した。

  以上の結果、売上高は１０６億１千６百万円、営業利益は１６億２千３百万円となった。

 

（不動産賃貸）

  賃貸オフィスビルの稼働率は高水準を維持し、売上高は１億３千万円、営業利益は４千８百万円と

なった。

 

（その他）

  産業用機械は販売が増加し、売上高は２億５千４百万円、営業利益は２千１百万円となった。
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（２）財政状態の分析

  当第２四半期連結会計期間末の総資産は、６２３億５千５百万円となり、前連結会計年度末に比べ

１２億４千３百万円の増加となった。流動資産は、売上債権が減少したが、現金及び預金ならびにた

な卸資産の増加により、３３２億４千４百万円と前連結会計年度末に比べ２８億９千３百万円の増

加となった。固定資産は、有形固定資産の減価償却により２９１億１千万円と前連結会計年度末に比

べ１６億４千９百万円の減少となった。

  負債は、２９８億３千５百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億６千９百万円の増加となっ

た。流動負債は、仕入債務、短期借入金ならびに未払法人税等の増加により、２２２億７百万円と前連

結会計年度末に比べ１５億円の増加となった。固定負債は、長期借入金などの減少により７６億２千

７百万円と前連結会計年度末に比べ８億３千１百万円の減少となった。

  純資産は、利益剰余金の増加により３２５億１千９百万円と前連結会計年度末に比べ５億７千３

百万円の増加となった。
　

（３）キャッシュ・フローの状況の分析

  現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末は、当第１四半期連結会計期間末に比べ２５

億３千６百万円増加し（前年同四半期は１５億１百万円の増加）、１０６億７千２百万円となった。

なお、各活動におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりである。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  当第２四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加額８億５千

６百万円はあったが、税金等調整前四半期純利益１６億５千２百万円、減価償却費７億９千７百万円

ならびに仕入債務の増加額６億１千１百万円により、２７億７千７百万円の収入（前年同四半期は

２１億９千２百万円の収入）となった。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  当第２四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による

支出２億３千２百万円により、２億３千３百万円の支出（前年同四半期は１億２百万円の支出）と

なった。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  当第２四半期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支

出５億９千４百万円及び配当金の支払額（少数株主への配当金の支払額を含む）１億７千４百万円

があったが、短期借入金の純増加額４億４千６百万円及び長期借入れによる収入４億円により、７千

７百万円の収入（前年同四半期は６億２百万円の支出）となった。
 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はない。

 

（５）研究開発活動

  当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は６千２百万円である。

  なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はな

い。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

①重要な設備の新設等

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は以下のとおりである。

　

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

投資予定額
(百万円) 資金調達

方法
着手
年月

完了予定
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

提出会社
日本カーボン㈱

滋賀工場
(滋賀県近江
八幡市)

炭素製品
関連

ファイン
カーボン製
造設備

556 ― 自己資金
平成23年
５月

平成23年
10月

生産能力
30％増加

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

②重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 118,325,045118,325,045
東京証券取引所
（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式。
単元株式数1,000株。

計 118,325,045118,325,045― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

       該当事項なし。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

       該当事項なし。

　

(4) 【ライツプランの内容】

       該当事項なし。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年４月１日～
平成23年６月30日

― 118,325,045 ― 7,402 ― 1,851
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１－８－11 15,704 13.27

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内１－３－３ 5,625 4.75

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２－11－３ 4,213 3.56

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 3,792 3.21

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１－８－11 2,107 1.78

ザ チェース マンハッタン バン
ク エヌエイ ロンドン
（常任代理人  株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）

ＷＯＯＬＧＡＴＥ  ＨＯＵＳＥ，ＣＯＬＥＭ
ＡＮ  ＳＴＲＥＥＴ  ＬＯＮＤＯＮ  ＥＣ２
Ｐ  ２ＨＤ，ＥＮＧＬＡＮＤ
（東京都中央区月島４－16－13）

1,396 1.18

株式会社横浜銀行 神奈川県横浜市西区みなとみらい３－１－１ 1,319 1.12

ジェーピーエムシービー クレ
ディ スイス セキュリティーズ 
ヨーロッパ ジェーピーワイ
１００７７６０
（常任代理人  株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）

ＣＲＥＤＩＴ  ＳＵＩＳＳＥ  ＩＮＴＥＲＮ
ＡＴＩＯＮＡＬ，ＯＮＥ  ＣＡＢＯＴ  ＳＱ
ＵＡＲＥ，ＬＯＮＤＯＮ，  Ｅ１４  ４ＱＪ
ＵＮＩＴＥＤ  ＫＩＮＧＤＯＭ
（東京都中央区月島４－16－13）

1,224 1.03

みずほ信託銀行株式会社 東京中央区八重洲１－２－１ 1,214 1.03

ステート ストリート バンク  
アンド トラスト カンパニー
（常任代理人  株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ  ３５１  ＢＯＳＴＯＮ  
ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ  ０２１０１  
Ｕ．Ｓ．Ａ．
（東京都中央区月島４－16－13）

1,184 1.00

計 　 37,781 31.93

(注)  １. 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりである。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 　 15,704千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 　 4,213千株

２. 上記のほか、当社所有の自己株式  4,609千株（3.90％）がある。

      ３．三井住友トラスト・ホールディングス株式会社から、平成23年６月６日付けで提出された変更報告書によ

り、平成23年５月31日現在で住友信託銀行株式会社、中央三井アセット信託銀行株式会社、中央三井アセット

マネジメント株式会社ならびに日興アセットマネジメント株式会社が、以下の株式を所有している旨の報告

を受けているが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認はしていない。

なお、変更報告書の内容は以下のとおりである。

　

報告義務
発生日

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

平成23年５月31日住友信託銀行株式会社
大阪市中央区北浜四丁目５
番33号

8,071 6.82

平成23年５月31日中央三井アセット信託銀行株式会社
東京都港区芝三丁目23番１
号

1,113 0.94

平成23年５月31日中央三井アセットマネジメント株式会社
東京都港区芝三丁目23番１
号

221 0.19

平成23年５月31日日興アセットマネジメント株式会社
東京都港区赤坂九丁目７番
１号ミッドタウン・タワー

245 0.21
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式普通株式 4,609,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 112,883,000 112,883同上

単元未満株式 普通株式 833,045 ― 同上

発行済株式総数 118,325,045― ―

総株主の議決権 ― 112,883 ―

(注) １. 単元未満株式には、当社所有の自己株式 512株が含まれている。

２. 「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していな

い株式が１千株（議決権１個）含まれている。

３. 「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券振替機構名義の株式が 15千株（議決権 15個）含まれて

いる。

　

② 【自己株式等】

平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 東京都中央区八丁堀
２－６－１

4,609,000 － 4,609,0003.90
日本カーボン株式会社

計 ― 4,609,000 － 4,609,0003.90

(注)  「自己名義所有株式数」のほか、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が１千株

ある。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成23年
  １月   ２月   ３月   ４月   ５月   ６月

最高(円) 277 257 254 200 210 244

最低(円) 245 245 139 185 181 203

(注)  株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成23年１月１日から平成23年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

いる。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成22年４月１

日から平成22年６月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表ならびに当第２四半期連結会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30

日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成23年１月１日から平成23年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,787 8,398

受取手形及び売掛金 9,160 9,749

商品及び製品 7,405 6,297

仕掛品 3,009 3,514

原材料及び貯蔵品 2,049 1,868

その他 837 523

貸倒引当金 △4 △0

流動資産合計 33,244 30,351

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 18,927 18,877

減価償却累計額及び減損損失累計額 △10,089 △9,824

建物及び構築物（純額） 8,838 9,052

機械及び装置 36,356 36,207

減価償却累計額 △25,422 △24,171

機械及び装置（純額） 10,933 12,036

車両運搬具及び工具器具備品 2,650 2,583

減価償却累計額 △2,133 △2,028

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 517 554

土地 3,947 3,947

建設仮勘定 308 9

有形固定資産合計 24,545 ※1
 25,601

無形固定資産 105 127

投資その他の資産

投資有価証券 2,946 3,128

その他 1,542 1,935

貸倒引当金 △30 △33

投資その他の資産合計 4,458 5,031

固定資産合計 29,110 30,760

資産合計 62,355 61,111
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,342 5,512

短期借入金 13,001 ※1
 12,793

未払法人税等 955 764

賞与引当金 69 55

役員賞与引当金 21 40

その他 1,816 1,540

流動負債合計 22,207 20,706

固定負債

長期借入金 3,722 ※1
 4,407

退職給付引当金 2,171 2,244

役員退職慰労引当金 60 71

環境対策引当金 209 209

資産除去債務 72 －

その他 1,390 1,525

固定負債合計 7,627 8,459

負債合計 29,835 29,165

純資産の部

株主資本

資本金 7,402 7,402

資本剰余金 7,800 7,800

利益剰余金 14,444 13,867

自己株式 △866 △864

株主資本合計 28,782 28,206

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 656 762

繰延ヘッジ損益 △33 △41

為替換算調整勘定 △49 △49

評価・換算差額等合計 573 671

少数株主持分 3,163 3,067

純資産合計 32,519 31,946

負債純資産合計 62,355 61,111
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 16,908 18,919

売上原価 12,633 13,754

売上総利益 4,274 5,164

販売費及び一般管理費 ※1
 2,279

※1
 2,449

営業利益 1,994 2,714

営業外収益

受取配当金 44 40

為替差益 － 98

雇用調整助成金 25 －

その他 26 39

営業外収益合計 95 177

営業外費用

支払利息 153 136

為替差損 69 －

その他 24 37

営業外費用合計 247 174

経常利益 1,842 2,718

特別損失

固定資産除却損 9 4

投資有価証券評価損 97 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 73

災害による損失 － ※2
 351

特別損失合計 106 428

税金等調整前四半期純利益 1,735 2,289

法人税、住民税及び事業税 679 908

法人税等調整額 147 73

法人税等合計 826 981

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,308

少数株主利益 25 162

四半期純利益 883 1,145
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 8,939 11,002

売上原価 6,729 7,970

売上総利益 2,210 3,031

販売費及び一般管理費 ※1
 1,126

※1
 1,338

営業利益 1,084 1,692

営業外収益

受取配当金 44 39

その他 27 40

営業外収益合計 71 79

営業外費用

支払利息 75 68

為替差損 107 20

その他 19 21

営業外費用合計 202 110

経常利益 953 1,662

特別損失

固定資産除却損 5 4

投資有価証券評価損 67 －

災害による損失 － ※2
 5

特別損失合計 72 9

税金等調整前四半期純利益 880 1,652

法人税、住民税及び事業税 295 573

法人税等調整額 167 101

法人税等合計 462 675

少数株主損益調整前四半期純利益 － 976

少数株主利益 20 172

四半期純利益 398 804
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,735 2,289

減価償却費 1,729 1,593

退職給付引当金の増減額（△は減少） △5 △73

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5 △11

受取利息及び受取配当金 △47 △42

為替差損益（△は益） △36 58

支払利息 153 136

持分法による投資損益（△は益） △1 3

投資有価証券評価損益（△は益） 97 －

固定資産除却損 9 4

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 73

売上債権の増減額（△は増加） △61 592

たな卸資産の増減額（△は増加） 320 △779

仕入債務の増減額（△は減少） 274 759

その他 △19 △26

小計 4,153 4,578

利息及び配当金の受取額 46 43

利息の支払額 △176 △137

法人税等の還付額 51 31

法人税等の支払額 △657 △766

保険金の受取額 － 203

その他の収入 1 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,418 3,953

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △264 △400

無形固定資産の取得による支出 △8 △1

投資有価証券の取得による支出 △3 △3

非連結子会社への出資による支出 △64 －

その他 12 11

投資活動によるキャッシュ・フロー △327 △393

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 438 309

長期借入れによる収入 － 400

長期借入金の返済による支出 △1,054 △1,192

自己株式の純増減額（△は増加） △8 △1

配当金の支払額 △561 △561

少数株主への配当金の支払額 △10 △66

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,196 △1,112

現金及び現金同等物に係る換算差額 36 △58

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,930 2,389

現金及び現金同等物の期首残高 6,929 8,283

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 8,859

※
 10,672
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

１  「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日)を適用

している。

これにより、当第２四半期連結累計期間では、営業利益及び経常利益はそれぞれ０百万円減少し、税金等調整前

四半期純利益は73百万円減少している。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は72百万円

である。

２  「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号  平成20年３月10日公表

分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号  平成20年３月10

日）を適用している。

  これによる損益への影響はない。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

１  前第２四半期連結累計期間において、区分掲記していた営業外収益の「雇用調整助成金」は、営業外収益総額

の100分の20未満となったため、当第２四半期連結累計期間より、営業外収益の「その他」に含めて表示してい

る。なお、当第２四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「雇用調整助成金」は９百万円であ

る。

２  「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適

用に伴い、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示している。

 
（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

    前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他の収入」に含めて

いた「保険金の受取額」は重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとした。な

お、前第２四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他の収入」に含まれる「保

険金の受取額」は１百万円である。

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

    「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適

用に伴い、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示している。

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

１  棚卸資産の評価方法

当第２四半期連結会計期間末の棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについての

み正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっている。

２  固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっている。

３  繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プ

ランニングを利用する方法によっている。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

――――――――― ※１  担保に供されている資産

有形固定資産 11,529百万円

    上記物件について、短期借入金6,301百万円、長期

借入金1,875百万円の担保に供している。

  ２  偶発債務

    下記の関連会社の借入金について連帯保証を行っ

ている。

        日本カーボン・メルセン㈱      90百万円  

  ２  偶発債務

    下記の関連会社の借入金について連帯保証を行っ

ている。

        日本カーボン・メルセン㈱      150百万円  

　
(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年６月30日)

※１  販売費及び一般管理費の主なもの

運賃及び荷造費 653百万円

役員退職慰労引当金繰入額 6  〃

役員賞与引当金繰入額 21  〃

退職給付費用 85  〃

　 　

※１  販売費及び一般管理費の主なもの

運賃及び荷造費 855百万円

貸倒引当金繰入額 0  〃

役員退職慰労引当金繰入額 6  〃

役員賞与引当金繰入額 21  〃

退職給付費用 42  〃

――――――――― ※２  災害による損失

  平成23年３月11日に発生した東日本大震災による

たな卸資産の滅失、操業休止期間中の固定費、なら

びに設備復旧費用他である。

　
第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

※１  販売費及び一般管理費の主なもの

運賃及び荷造費 350百万円

役員退職慰労引当金繰入額 3  〃

役員賞与引当金繰入額 5  〃

退職給付費用 32  〃

　 　

※１  販売費及び一般管理費の主なもの

運賃及び荷造費 514百万円

役員退職慰労引当金繰入額 5  〃

役員賞与引当金繰入額 13  〃

退職給付費用 20  〃

――――――――― ※２  災害による損失

  平成23年３月11日に発生した東日本大震災による

たな卸資産の滅失、操業休止期間中の固定費、なら

びに設備復旧費用他である。

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年６月30日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 8,974百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △115  〃

現金及び現金同等物 8,859百万円

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 10,787百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △115  〃

現金及び現金同等物 10,672百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成23年６月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日 

至  平成23年６月30日)

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 118,325,045

　

　

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 4,609,512

　

　

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月30日
定時株主総会

普通株式 568 5.00平成22年12月31日 平成23年３月31日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項なし。

　

４．株主資本の著しい変動

  株主資本の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動はない。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　
炭素製品
関連事業
(百万円)

不動産
賃貸事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

8,695 123 120 8,939 ― 8,939

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― 75 75 (75) ―

計 8,695 123 195 9,015 (75) 8,939

営業利益又は営業損失(△) 1,057 35 △8 1,084 ― 1,084

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日)

　
炭素製品
関連事業
(百万円)

不動産
賃貸事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

16,404 244 259 16,908 ― 16,908

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― 148 148 (148) ―

計 16,404 244 408 17,057 (148) 16,908

営業利益又は営業損失(△) 1,952 74 △31 1,994 ― 1,994

  (注)  １  事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。

  ２  各事業の主要な製品

    前第２四半期連結会計期間

      (1) 炭素製品関連事業：人造黒鉛電極、不浸透黒鉛製品、等方性高純度黒鉛製品、機械用黒鉛製品、汎用

          炭素繊維及び黒鉛繊維、含樹脂黒鉛繊維製パッキング、可撓性黒鉛シール材、リチウムイオン電池負

          極材、炭化けい素連続繊維

      (2) 不動産賃貸事業：ビル、駐車場賃貸

      (3) その他の事業：産業機械製造、機械修理

          なお、スポーツ施設については、平成22年３月に事業譲渡している。

    前第２四半期連結累計期間

      (1) 炭素製品関連事業：人造黒鉛電極、不浸透黒鉛製品、等方性高純度黒鉛製品、機械用黒鉛製品、汎用

          炭素繊維及び黒鉛繊維、含樹脂黒鉛繊維製パッキング、可撓性黒鉛シール材、リチウムイオン電池負

          極材、炭化けい素連続繊維

      (2) 不動産賃貸事業：ビル、駐車場賃貸

      (3) その他の事業：産業機械製造、機械修理、スポーツ施設

          なお、スポーツ施設については、平成22年３月に事業譲渡している。

        ３  会計処理基準に関する事項の変更

    前第２四半期連結累計期間

     （売上高及び売上原価の計上基準の変更）

        「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、連結子会社日本

      カーボンエンジニアリング㈱は、産業機械製造等の工事に係る収益の計上基準については、検収基準を適

      用していたが、第１四半期連結会計期間から、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号  平

      成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号  平成19

      年12月27日）を適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末

      までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積り

      は原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用している。当第２四半期連結累計期間に

      おいては、工事進行基準を適用する工事契約がないため、その他の事業の営業利益に与える影響はない。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)及び前第２四半期連結累計

期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日)

　

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、所

在地別セグメント情報の記載を省略している。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 3,147 924 4,072

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― 8,939

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

35.2 10.3 45.5

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日)

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 5,778 1,781 7,560

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― 16,908

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

34.2 10.5 44.7

(注)  １  地域は、地理的近接度により区分している。

２  アジアに属する主な国又は地域は次のとおりである。

      韓国、台湾

３  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。

当社は、製品・サービス別に「炭素製品関連」、「不動産賃貸」ならびに「その他」を報告セグメント

としている。なお、異なる炭素製品を同一の生産設備で製造し、また、異なる炭素製品を組み合せて販売を

する場合もある。従って、投資の決定に際しては重要な関連性があるため、炭素製品を同一セグメントと

している。各報告セグメントの主な内容は次のとおりである。

報告セグメント 主な内容

炭素製品関連
人造黒鉛電極、不浸透黒鉛製品、等方性高純度黒鉛製品、機械用黒鉛製品、
汎用炭素繊維及び黒鉛繊維、含樹脂黒鉛繊維製パッキング、可撓性黒鉛
シール材、リチウムイオン電池負極材、炭化けい素連続繊維

不動産賃貸 ビル、駐車場賃貸

その他 産業機械製造、機械修理
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２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書計上額
（注２）炭素製品

関連
不動産
賃貸

その他 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 18,335 258 325 18,919 ― 18,919

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― 193 193 △193 ―

計 18,335 258 518 19,112△193 18,919

セグメント利益 2,621 91 2 2,714 ― 2,714

（注）１  セグメント間取引消去によるものである。

２  セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と同額となっている。

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書計上額
（注２）炭素製品

関連
不動産
賃貸

その他 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 10,616 130 254 11,002 ― 11,002

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― 116 116 △116 ―

計 10,616 130 371 11,118△116 11,002

セグメント利益 1,623 48 21 1,692 ― 1,692

（注）１  セグメント間取引消去によるものである。

２  セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と同額となっている。

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

20号  平成20年３月21日)を適用している。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

　 　

　 258.16円
　

　 　

　 253.94円
　

　
２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 7.76円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につ
いては、潜在株式が存在しないため記載していない。
　

１株当たり四半期純利益金額 10.08円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につ
いては、潜在株式が存在しないため記載していない。
　

　

(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年６月30日)

四半期純利益(百万円) 883 1,145

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 883 1,145

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 113,773 113,718

　
第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 3.50円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につ
いては、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

１株当たり四半期純利益金額 7.08円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につ
いては、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

　

(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

四半期純利益(百万円) 398 804

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 398 804

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 113,766 113,717

　
(重要な後発事象)

該当事項なし。
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２ 【その他】

  該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２２年８月６日

日本カーボン株式会社

取  締  役  会    御  中

　

    有限責任監査法人トーマツ
　

　 　 　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    谷    合      章       印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    三    澤  幸  之  助   印

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

本カーボン株式会社の平成２２年１月１日から平成２２年１２月３１日までの連結会計年度の第２四半期連

結会計期間（平成２２年４月１日から平成２２年６月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２２

年１月１日から平成２２年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本カーボン株式会社及び連結子会社の平成

２２年６月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計

期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２３年８月９日

日本カーボン株式会社

取  締  役  会   御 中

　

    有限責任監査法人トーマツ
　

　 　 　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    谷    合      章       印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    三    澤  幸  之  助   印

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

本カーボン株式会社の平成２３年１月１日から平成２３年１２月３１日までの連結会計年度の第２四半期連

結会計期間（平成２３年４月１日から平成２３年６月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２３

年１月１日から平成２３年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本カーボン株式会社及び連結子会社の平成

２３年６月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計

期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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